
第 回定期講演会 講演録
日時 平成 年 月 日（月）
会場  日本消防会館

「不動産鑑定評価基準改正と実務への影響について」
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ただいま、ご紹介いただきました、奥田でござ

います。どうぞよろしくお願いいたします。現在、

公益社団法人日本不動産鑑定士協会連合会、鑑定

評価基準委員会の委員長を担当しております。今

回の不動産鑑定評価基準の改正に当たりましては、

国土交通省の事務局ワーキングという形で当委員

会が改正にかかわらせていただいております。そ

ういったことから、本日この大役を仰せつかった

ものと考えております。大変貴重な機会をいただ

きまして、誠にありがとうございます。まずは、

時間半ほどで改正の概要と実務的な内容のご説明

をさせていただき、その後、質疑応答とさせてい

ただければと思っております。

参考：不動産鑑定評価に係る規範の全体像（

年以降）

資料の ページをご覧ください。不動産鑑定評

価に係る規範の全体像を掲載しております。現在、

鑑定業務に関しては、これらの規定に即して鑑定

評価を行うことが求められておりまして、不当な

鑑定評価、恣意的な鑑定評価等が起こらないよう、

国と民間が役割を分担しながら業界を発展に導い

ていくという体制が整備されております。真中の

左側の枠をご覧いただければと思います。①とし

て「不動産鑑定評価基準」、②として「不動産鑑定

士が不動産に関する価格等調査を行う場合の業務

の目的と範囲等の確定及び成果報告書の記載事項

に関するガイドライン」、いわゆる「価格等調査ガ

イドライン」と呼ばれているものになります。ま

た、③として「海外投資不動産鑑定評価ガイドラ

イン」、これは証券化不動産、主に が海外

不動産を組み入れる際の鑑定評価の手法を定めた

ものとなっています。これらは、国土交通省から

事務次官通知として発出をされているものです。

また、特定の依頼目的に対応したものとして、④

「財務諸表のための価格調査の実施に関する基本

的考え方」、これは、企業が所有する賃貸等不動産

の時価注記のための評価ですとか、減損会計のた

めの評価を行うための考え方になっております。

また、証券化対象不動産については、⑤「証券化

対象不動産の継続評価の実施に関する留意点」も

出ております。これらは、課長通知として発出を

されています。その他にも適宜緊急に対応が必要

な事項については、鑑定士協会連合会宛に通知が

出されておりまして、業界として対応を行ってお

ります。これに対しまして、右側の枠の中は、鑑

定士協会連合会が策定をしている業務指針や実務

指針になります。⑥⑦⑧は、鑑定業者が業務を受

託する際の契約等の対応について、鑑定業者間や

他の専門家との業務連携等について、また、鑑定

業者内での体制などについて定めたものです。証

券化対象不動産に関しては、特に注意をして対応

することが求められておりますので、⑧に対応す

る細則もあります。これら、右側及び左側の規範

というものは、国土交通省が不当な鑑定評価等や

違反行為に関して処分を行う際の基準、あるいは

参考とされるものとなっています。今回の鑑定評

価基準の改正におきましては、①の不動産鑑定評

価基準を改正し、これに関連して②④の形式的修

正が行われたということです。また、⑤に関して

は、改正文の発出がなされています。

これらの一連の資料につきましては、国土交通

省のホームページで確認ができます。また、連合

会が策定している指針類については、連合会のホ
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ームページから確認をすることができます。

今回、鑑定士協会連合会では、鑑定評価基準の

改正を受け、鑑定評価基準に関する実務指針を新

規に策定しております。これにあわせて、既存の

指針についても、必要な事項について、改正を行

ったということでございます。ここにあります全

体像に記載いたしましたように、鑑定評価に係る

規範等に付きましては、国土交通省と連合会が連

携をして作っていく、実務に適切に生かしていく

といった体制がとられているということでござい

ます。

不動産鑑定評価基準改正の概要

それでは、今回の鑑定評価基準の改正について、

どのような背景の基に、具体的にどのように改正

をされたのかをご説明していきたいと思います。

まず、基準改正の背景になりますが、これについ

ては ページをご覧いただければと思います。国

土交通省が、鑑定評価部会の配付資料として公表

している資料からお借りしたものです。

まず、近年の不動産市場を取り巻く状況を見て

みますと、海外の富裕層や投資家からのインバウ

ンド、それと対をなす企業の海外進出の一層の進

展に伴うアウトバウンド、これらの投資拡大によ

る不動産市場の拡大、活性化の実現が必要で、こ

れが、不動産市場の国際化の進展となります。

一方で、ストック型社会の進展への対応も重要

な課題になっております。環境問題の深刻化等も

踏まえた、質の高い多様なストックの維持・形成

が必要とされており、また、高齢化社会に対応し

た住まい方の多様化を実現するために、中古住宅

等の既存建物の流通促進による不動産市場の活性

化も求められております。また、社会インフラへ

の資金調達の多様化を可能にするために証券化対

象不動産の多様化が求められ進んでいるところか

と思います。

以上の 点に主として着目をし、鑑定評価の課

題として大きく つに整理されたということでご

ざいます。まず、国際化の具体的な課題というこ

とに関しましては、国際評価基準、これは一般に

と呼ばれているものですが、インターナショナ

ル・ヴァリュエーション・スタンダードの頭文字

を取ったものです。この国際評価基準を踏まえて、

国内外の投資家等にわかりやすい評価を行う、合

理的な評価を行うということの実現が挙げられま

した。これは、日本の鑑定評価をよりグローバル

化して行こうと、社会・経済環境がグローバル化

をしておりますので、これに対応して鑑定評価も

グローバル化をしていこうという観点になります。

ストック型社会の進展に対する課題としては、

防災意識ですとか、省エネルギーへの関心の高ま

りを踏まえた的確な評価を実現する、加えて既存

建物の耐震化、再生、中古住宅流通促進に向けた、

新たな評価ニーズへの対応を行っていくというこ

とです。

証券化対象不動産の多様化という観点に関して

は、ショッピングセンターですとか、ホテル、ヘ

ルスケア施設等の事業用不動産等、非常に多様化

しています。これに対して適切な評価を実現して

いこうということがあげられます。

これらの課題に答えるための主な見直し内容が

その次に記載されています。まず、国際化への対

応の欄を見ていただきますと、改正ポイントが二

つあります。一つ目は、依頼ニーズに応じた合理

的な評価を可能にするという観点から、スコー

プ・オブ・ワークという概念の導入を図ったとい

うことでございます。スコープ・オブ・ワークと

いうものは、依頼者と合意をして、鑑定評価の業

務の範囲を決めていこうという考え方になります。

もう一つの大きな対応が、国際的にもわかりやす

い価格表示にするという観点であり、価格概念に

関する国際評価基準（ ）との整合性の向上を図

ったということです。国際評価基準の中に、スコ

ープ・オブ・ワークという考え方があるわけです

が、日本と海外を比べた場合、鑑定評価が置かれ

ている位置づけは異なります。日本の場合には、

国家資格ということでかなり高い専門性が要求さ

れるわけですが、海外では、多くの場合に必ずし

もそうではなく、民間資格で、依頼者との間でか

なり自由に契約内容、業務内容を決められるとい

った違いがあります。当該相違を考えると、全て

同じように海外のものを日本に導入するというの

は困難です。したがいまして、今回は、多角的な

観点、様々な観点から検討を行って、土壌汚染等

の特定の価格形成要因について、不動産鑑定士の

実施する調査を合理的な範囲とすることを可能と

するといった調査範囲等条件を導入しています。

また、手法適用の合理化と、建築中の建物等につ

いて、竣工後を前提とする評価プロセスを導入し

ています。
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ストック型社会への対応としては、建物用途に

応じた価格形成要因の明確化として、建物用途に

応じた価格形成要因の整備、また、防災意識、省

エネ等の動向を踏まえた価格形成要因の見直しを

行いました。既存建物に係る、新たな依頼ニーズ

への対応としては、原価法に係る規定の見直しと

して、建物の増改築や修繕等の状況を適切に反映

した評価を行う。そのために、再調達原価の算定

や減価修正の方法の整理、既存建物の増改築や修

繕等が行われることを前提とする評価プロセス、

こういったものを導入したということです。なお、

原価法につきましては、更なる対応が必要という

ことで、今年度、検討を継続しているところでご

ざいます。

証券化対象不動産の多様化への対応としては、

収益還元法の適用ということに特に着目して、事

業用不動産に係る規定を充実させたということで

す。具体的には、事業用不動産の特殊性を踏まえ

て、収益性を適切に把握し評価する方法について

留意点が新設されています。

その他に、定期借地権に係る規定を充実すると

共に、近時の裁判動向を受けて、継続賃料の評価

の規定の加筆を行っております。以上が全体の改

正の背景と概要になります。それでは、少し具体

的に見ていきたいと思います。

 
不動産鑑定評価基準への調査範囲等条件の新

設－スコープ・オブ・ワークの概念の導入－

まずは、不動産鑑定評価基準への調査範囲等条

件の新設です。これは、先ほど申し上げましたよ

うに、国際化の進展への対応になります。スコー

プ・オブ・ワークというのは、繰り返しになりま

すが、国際評価基準の中で用いられている用語で

す。鑑定士が行うワークすなわち業務、のスコー

プ、内容・範囲について依頼者と合意をし、当該

内容に基づいて評価業務を行うという考え方にな

っています。海外では、一般的にこういった形で

業務の内容が定められているわけですが、日本の

場合は、先ほどお話しいたしましたように鑑定士

が置かれている社会的位置づけから、不動産鑑定

士が行う鑑定評価は、かなり厳密なものであるべ

きというものになっています。したがいまして、

鑑定評価は、鑑定評価基準に則って行うのが原則

であって、依頼者との合意で調査の範囲や適用す

る手法を任意に決めるということは、基本として

行わないという立場を取っております。ただし、

市場には、不動産鑑定士に対して多様な形での価

格についての調査依頼というものがあります。本

格的な鑑定評価でなくても、内部で利用するだけ

ですので、より簡略化した価格調査でも構わない

という依頼もあります。そのような依頼に対して

は、最初に触れました、価格等調査ガイドライン

の中で認めておりまして、このガイドラインにし

たがって行う限りにおいては、鑑定評価の手順を

一部省略して価格調査を行うということも可能に

なっております。今回の基準改正により、新しく

導入いたしました調査範囲等条件というものは、

こちらに記載しておりますように、鑑定評価基準

に則った正式な鑑定評価として、一部の特定の価

格形成要因については、不動産鑑定士の調査を省

略することができるとしたものでございます。特

定の価格形成要因とは、不動産鑑定士の通常の調

査の範囲では対象不動産の価格への影響の程度を

判断するための事実の確認が困難な特定の価格形

成要因ということであり、①に記載しております、

「土壌汚染」「建物に係る有害物質」「埋蔵文化財・

地下埋設物」「不分明な境界」等になっています。

すなわち、海外でいう、スコープ・オブ・ワーク

という概念の一部を、今回、日本に導入をしたと

いう形になっております。注意が必要な点といた

しましては、日本の場合は、鑑定評価が及ぼす社

会的な影響というものを考慮しなければなりませ

んので、この条件を設定したとしても、鑑定評価

書の利用者の利益を害するおそれがないと判断さ

れる場合に限る、という要件を必要としていると

ころでございます。また、この調査範囲等条件を

設定した場合は、その内容や、鑑定評価に当たっ

て、どのように扱ったのかということについて、

鑑定評価書の中に明確に記載することを求めてい

ます。対象とした価格形成要因を除外して、鑑定

評価を行うということも可能になりますので、そ

のような扱いをするときには、その旨を記載する

ということになっています。なお、この条件を設

定した場合でも、鑑定士の最低限の調査としては、

土壌汚染対策法による要措置区域に指定されてい

るか等の公法上の規制についての調査は求められ

ています。この範囲は、宅建業者さんが一般に行

っているものとほぼ同様の調査範囲になってくる

かと思います。

ページに掲載をしておりますのは、これは、調
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査範囲等条件を鑑定評価において設定したとして

も、鑑定評価書の利用者の利益を害するおそれが

ないと判断される場合の例示になっています。依

頼者が自ら調査を行う等によって、自らその価格

への影響について判断する場合ですとか、不動産

の売買契約等で当該要因に係る取扱いが明確に規

定されている場合、あるいは担保権者が社内指針

等を有して別途考慮する場合、保険が付保されて

いるような場合、財務諸表の作成において別途考

慮をするというような場合。これらが、特段、条

件を付けても、鑑定評価書の利用者の利益を害す

るとは考えられないと判断される場合の例示にな

っております。

 
対象確定条件に「未竣工建物等鑑定評価」を

新設

次に、未竣工建物等鑑定評価の新設についてご

説明いたします。 ページになります。今回の改正

によって、鑑定評価の対象確定条件に、未竣工建

物等鑑定評価というものが新設されました。未竣

工建物等鑑定評価とは、造成に関する工事が完了

していない土地、または建築に係る工事、これに

は新築する場合の他、増改築等、修繕をする場合

も含まれてきます。これらが完了していない建物

について、当該工事の完了を前提として鑑定評価

の対象とするということです。未竣工建物等鑑定

評価では、価格時点において、工事等が完了した

ものとして、いわゆる出来上がった後の状態を前

提に、価格を出していくことになります。価格時

点では、更地の状態である場合もあるかも知れま

せんが、ここに建物が建つということを前提に建

物と土地の価格を求めるという条件になります。

これは一歩間違えますと、利用者の利益を害する

おそれがかなり高くなってきますので、鑑定評価

として行うに当たっては、一定の要件を満たすこ

とを求めております。次のページになりますが、

今回、この対象確定条件を設定することを可能に

したことの背景には、昨今、建物をリフォームす

るとか、あるいは、耐震性を高めるために増改築

工事を行うとか、そういうケースが増えている。

先ほどの、ストック型社会の対応というところで、

申し上げたようなことになりますが、そういった

ニーズが市場で出てきている、あるいは、今後、

出ることが期待をされているという状況の中で、

それらの工事を行った後の価格が、例えば、銀行

からお金を借りる際の担保評価のために必要であ

るとか、あるいは、利用者が、もしそういう工事

を行った後で、どれくらいのヴァリューアップが

図れるのかを把握したいということもありますの

で、そういう時代背景を踏まえて、こういう条件

を可能にしたということでございます。従来は、

現時点で建物が建っていないものに関しては、価

格時点で建物の確定や確認ができないという状況

ですので、基準に則らない価格調査という形で対

応してきたところでございます。それが、今回、

鑑定評価として、一定の要件を満たすことを前提

に、鑑定評価として対応することが可能になった

ということです。

次のページに要件等が記載しておりますので、

ご覧いただければと思います。調査範囲等条件で

すとか、未竣工建物等鑑定評価を含む鑑定評価の

条件について、一覧表にしております。鑑定評価

の条件としては、、、と三つのものがあります。

それぞれの内容は、ここに記載されているような

細かい内容になっておりますが、これらの条件を

設定できる要件を、その次の欄に記載しておりま

す。全ての条件を設定する場合の要件に共通する

のが、鑑定評価書の利用者の利益を害するおそれ

がない、ということでございます。備考欄のとこ

ろに、特に、未竣工建物等鑑定評価を行う場合に

必要とされる条件について記載しておりますので、

ご確認いただければと思います。設計図書ですと

か、必要な許認可等を得ているとか、資金調達に

問題がないということで、合法的であり、実現性

が高いということを資料から確認をすることが必

要だということです。なお、※印にありますよう

に、証券化対象不動産につきましては、これらの

要件に、更に上乗せをした要件が必要であるとさ

れています。また、現物出資を行うための鑑定評

価では、未竣工建物等鑑定評価はできないという

扱いになっています。鑑定評価書の利用者の利益

を守ることが担保できないという理由によります。

また、証券化対象不動産の鑑定評価や現物出資目

的の評価では、原則として、想定上の条件の設定

ですとか、調査範囲等条件の設定は出来ません。

これらの条件の設定に当たっては、依頼者と依頼

契約上の合意が必要ということになりますので、

最初にご説明をした、鑑定士が業務を受ける際の

契約上の指針等に基づいて、必ず契約の中で合意

をすることが必要になります。したがいまして、
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鑑定評価をご活用頂く際には、この依頼上の合意

ですとか、鑑定評価書の中での必要な要件を満た

しているか等の記載についてご注意をいただけれ

ばと思います。ちなみに、 の想定上の条件に関し

ては、今回、特に改正の対象にはなっておりませ

ん。地域要因や個別的要因について、現実の要件

と異なる条件を設定するというような要件でござ

います。これは従来通りとなっています。

 
条件設定における「関係当事者及び第三者」

の概念整理

ページは、条件設定を行う場合の全てに必要な

要件とされております「鑑定評価書の利用者の利

益を害するおそれがない」ということについての

補足説明になります。鑑定評価書の利用者という

用語に該当する表現として、改正前の基準では、

関係当事者及び第三者の利益という表現が使われ

ておりました。ところが、この表現ではどこまで

の人が関係当事者なのか第三者なのか明確にわか

らないという問題が指摘されていました。例えば、

借地権者と底地権者が争いをしている案件で、底

地権者から鑑定評価の依頼を受けた場合に、借地

権者の利益を害さないということを考慮しなけれ

ばならないのか、というような誤解が生じる可能

性もあったということでございます。この様な問

題を踏まえて、鑑定評価書の利用者というのは、

ここに記載されておりますように、鑑定評価の依

頼者、それから依頼者以外に鑑定評価書を提出す

る提出先、それから鑑定評価書の一部分等を開示

する開示先、更に金融商品を購入する者達と、こ

の範囲であるということを明確にしたということ

でございます。鑑定評価書の提出先等（開示先を

含む）については、平成 年に鑑定評価基準が改

正されておりまして、その際に、不動産鑑定士は

依頼者に加えて鑑定評価書の提出先等の確認と、

鑑定士との利害関係の確認をすることが求められ

ています。したがいまして、今回、この提出先等

と、それから条件設定に当たって考慮すべき範囲

を結びつけたということでございます。

 
実地調査

ページは、対象不動産、いわゆる物件の実地調

査についてになります。鑑定評価を行うに当たっ

て、実地調査は必ず行うということは当然であり

まして、改正前の基準でも行いなさいということ

は記載されていました。しかし、具体的にどのよ

うに実地調査を行ったのか、誰に案内をしてもら

ったか、どこまで確認が出来たのかということに

ついての、鑑定評価書への記載事項は、特に明確

に要請されていませんでした。したがって、外観

だけ見た人もいれば、建物の中まで細かく、壊れ

ているところ、修繕が必要なところ、使われてい

るところ、使われてないところ、そういったもの

を確認する人まで幅があった、という状況になっ

ていました。これに対して、今回の改正では、実

地調査を行うにあたりましては、内覧を行うこと

が原則として必要であるということ、更に、これ

らの内容を鑑定評価報告書、すなわち鑑定評価書

へ記載をするものであるということを明確にした

ということでございます。原則として、建物の中

を見る、すなわち内覧を行う必要があります。た

だし、建物が利用されている等の事情によって、

どうしても全ての部分を見ることが出来ない場合

があります。その場合には、不動産鑑定士が、何

らかの資料を使って、推定をして、価格を判断し

ていくということになりますので、推定をすると

いうことであれば、推定に必要な資料を確認して、

推定である旨を鑑定評価書の中で説明することが

必要であるということ、こういうことについても

説明を補足しております。実際、建物の中が壊れ

ていたにも関わらず、そのことを確認せずに鑑定

評価を行ってしまって、一般の市場ではとても売

れないような評価をした事例があったというよう

なこともあって、今後は、そういうことがないよ

うに、かなり現地調査を意識したものになってい

ます。また、鑑定評価をご依頼いただく場合には、

一度、評価し、次の年に再評価と、またその次に

再評価というような、継続して評価するケースも

あります。再評価を行う場合には、既に一度確認

をしておりますので、資料によっては、一定の要

件を満たす場合ということになりますが、内覧の

一部を省略することも出来るという扱いにもなっ

ております。鑑定評価をご利用頂く際に、ご注意

をいただければと思います。

 
特定価格の概念・定義の再整理

ページをご覧ください。これは、特定価格と

いうものについての定義の変更になっております。

鑑定評価では、正常価格を求めるということが基

本にあるわけですが、正常価格では対応できない
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場合に特定価格というものを求める場合もありま

す。今回、この特定価格について、定義の一部を

変更しております。具体的には、特定価格の定義

に、「正常価格と同一の市場概念の下において形成

されるであろう市場価値と乖離することとなる」

という文言が入りました。これはどういうことか

といいますと、特定価格と正常価格が違う価格に

なる場合には、特定価格として求めてくださいと

いう趣旨になったということでございます。その

下の、取扱いのところに書いておりますけれども、

逆の言い方をすれば、市場分析等を行って、正常

価格と特定価格と同じ価格になるという場合には、

正常価格と表記をすることが可能になるというこ

とです。違う価格になる場合には、特定価格にし

てください、同じであれば正常価格として書いて

くださいという扱いになったということです。特

に影響がありますのが、証券化対象不動産の評価

になってきます。従来、 が取得し所有する

物件ですとか、私募ファンド、私募 も含まれ

ますが、それらの対象になる不動産については、

ファンド等が取得をする場合や保有期間中の資産

評価は、特定価格と表記をして鑑定評価をしてく

ださいという扱いになっていました。それが、今

後は価格が正常価格と一致をするということであ

れば、正常価格と表記をされることになります。

一方で、例えば、民事再生等の財産評定でよく活

用されている早期売却価格というものがあります。

早期売却価格については、一般に特定価格と正常

価格が異なる価格となりますので、そういうケー

スの場合には、従来通り、特定価格として表記を

するという扱いになります。若干、鑑定評価書の

中の記載方が変わりますので、ご注意いただけれ

ばと思います。

次のページのフロー図は、今ご説明をした内容

について、イメージ図という形で掲載をさせてい

ただいているものです。下の四角の中をご覧くだ

さい。特定価格を求める場合、鑑定評価基準では、

法令等による社会的要請がある場合ということで、

「法令等」という表現が使われているわけなので

すが、この法令等の中に、鑑定士協会連合会が、

国土交通省と協議を経て定める指針、こういうも

のも含まれるのだということを、今回追記してい

ます。従来、なかなか特定価格の種類を増やせな

かったという実務上の問題もありましたので、必

要に応じて連合会が指針を作って、国土交通省と

協議をすることで、様々な依頼ニーズに対応出来

るようにしていこうという趣旨でございます。

評価手法の合理化

次の ページに掲載をしておりますのは、鑑定

評価手法の合理化というものについてです。鑑定

評価の手法についてはその代表的なものとして、

取引事例比較法、収益還元法、原価法という三手

法があるわけですが、改正する前の基準では、鑑

定評価に当たっては、原則これらの手法を全て併

用する、適用可能な手法は全て適用する、これが

原則であるという記載になっておりました。これ

に対して、今回、原則、市場特性を反映した複数

の鑑定評価手法を適用するという表現に、鑑定評

価基準が改正をされています。これはどういう趣

旨かというと、従来は、とにかく適用できるもの

は全て手法を適用して、きちっとした鑑定評価書

を作ってくださいということだったのですが、市

場特性から、明らかに市場価値に影響を与えてい

ないと思われる手法というのが、不動産によって

はあるわけです。これらについては、市場分析等

の結果を踏まえて、今後は省略をすることも可能

になってくるということです。ただし、この手法

省略につきましては、適用を間違えてしまいます

と、簡易な査定ですとか、安易な鑑定評価という

ようなものを助長することにもなりかねませんの

で、この下線部に記載をしているように、細かい

留意点を踏まえて対応しなければならないという

形になっています。更に、一番下にありますよう

に、この手法の合理化の対象になるような類型で

すとか、その場合の留意点については、国土交通

省と連合会が協議を行いながら対応していくこと

が必要であるということが明記されています。こ

の具体的な対象になるものに関しては協議がまだ

進んでおりませんので、現時点での対応としては、

従来通りという形になっています。早くできれば

いいなと個人的には思っておりますが、まだ進ん

ではおりません。

 
証券化対象不動産の鑑定評価（各論第 章）

にかかる取扱い

次は、今回の基準改正の中で、証券化対象不動

産の鑑定評価に係る取扱いをまとめたものになっ

ております。証券化対象不動産の鑑定評価につき

ましては、 を中心に市場が拡大をしていま
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す。投資家の方も相当増えております。したがい

まして、社会的な影響を考慮して、鑑定評価基準

の中に各論第 章というものを作り、細かい規定

を設けています。それにより、一般の鑑定評価と

比較して、細かい調査が必要とされているところ

があり、また、今回の基準改正でも改正対象にな

らない項目がいくつかあります。

まず、証券化対象不動産の鑑定評価では、原則

として現実の利用状況と異なる状況を前提とする

条件の設定は出来ないという形になっています。

現状を所与とするというのが原則になります。

未竣工建物等鑑定評価につきましては、現状所

与とした評価にはならないのですが、開発型証券

化、 の形で更地を取得して、建物を建ててから

に売却をする等の証券化スキームがあります

けれども、そういう開発型証券化の中で、ここで

いう未竣工建物等鑑定評価を必要とするニーズが

あります。したがって、これについては例外とい

うことで、一定の要件を満たすということを前提

に鑑定評価としての対応が出来るという形にして

おります。具体的には、先ほど申し上げましたよ

うに、実現性ですとか、合法性といった基準の総

論で要請をしている要件に加えて、発生する可能

性がある損害が契約・保険等により回避をされる

場合、いわゆるリスクが担保されている、保険等

によって何か問題が起こったとしてもそれへの対

応策が取られているという場合は、要件を満たす

ということになって、証券化対象不動産の場合で

も、未竣工建物等鑑定評価を行うことが出来ると

いう扱いにしております。要件を厳しくすること

によって、利用者の利益を守りたいという趣旨で

す。

調査範囲等条件については、証券化対象不動産

の場合は認めないという扱いになっています。

再評価を行う場合に内覧省略をすることも場合

によっては出来ます、というお話しをさせていた

だいたのですが、これについては、一般の不動産

の場合よりも専門的な内容まで含むということで、

個別的要因のレベルが少し上がります。個別的要

因に重要な変化がないと判断される場合に、内覧

省略は、鑑定評価として対応することが出来ると

いう形になります。

再評価をする場合に、前年などに鑑定評価を行

っていれば、次の年には、価格に比較的大きな影

響を及ぼす、例えば収益還元法といった手法だけ

の適用でも、問題がないのではないかということ

で、手法省略が時々行われることがありますけれ

ども、こういうことは、基準に則った鑑定評価と

しては認められないという扱いになっています。

これは、一般の鑑定評価でも同様ではありますけ

れども、安易に手法省略は出来ない。ただ、先ほ

ど申し上げましたように、きちっとした指針があ

って、国土交通省と合意をしたものについては、

手法の合理化も認められるということになります

が、今のところは、まだそういう形にはなってい

ないということです。

ここに記載されている以外のその他の改正事項

については、概ね証券化対象不動産についても該

当してきますので、改正事項にあわせて鑑定評価

書の内容も一部変わってきます。例えば、原価法

を適用する中で、再調達原価や減価修正の留意点

は、当然適用になりますし、収益還元法を適用す

る際の事業用不動産の評価での様々な留意点も該

当してまいります。

 
建物の価格形成要因の規定の充実

次は、建物の価格形成要因についての規定の充

実になります。改正前の鑑定評価基準では、土地

についての価格形成要因がどちらかと言うと中心

で、商業地、住宅地、工業地といった土地の種別

毎に細かい規定がなされているという形になって

いました。一方、建物については、どちらかと言

うと価格形成要因についての記載が少ないという

状況であったかと思います。この背景には、鑑定

評価の歴史的なものが影響しているかと思います。

日本の不動産というものが、土地を中心に価格形

成されてきたところがありますので、鑑定評価基

準もそれに従ったような記載がなされていたとい

うことかと思われます。ところが、昨今は、建物

の評価の重要性が、多くの依頼目的の中で求めら

れる状況になっています。したがいまして、特に

住宅、事務所ビル、商業施設、物流施設等の用途

については、全ての用途に共通する要因とあわせ

て、個別の要因を鑑定評価において留意すべきで

あるということで注意喚起を行ったということで

す。従来からしっかりと鑑定評価をやっている鑑

定士、鑑定業者は沢山ありますが、今後のことも

考慮して、より建物についての注意が必要である

ということを基準の中で強調したということでご

ざいます。 
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原価法にかかる規定の見直し

次は、原価法に係る規定の見直しになります。

ここには書いておりませんが、原価法は、対象不

動産の再調達原価を求め、減価修正をして、積算

価格を求めるという手法になります。したがいま

して、今回、再調達原価と減価修正の両者につい

て検討して、必要な加筆を行ったということでご

ざいます。まず、再調達原価ですが、従来から再

調達原価の中には、当然、建物の建築費ですとか、

土地の取得費用に加えて、通常の付帯費用も考慮

をして求めてくださいと規定されていました。た

だ、この付帯費用の中にどういうものが含まれる

のか、どこまでの範囲が含まれるのかということ

について、必ずしも明確ではなく、一部、業者の

間で整合していない部分があったかと思います。

したがって、今回、この付帯費用に含まれるもの

について、明確化を行ったということです。具体

的には、建物を建ててその建物を発注者に引き渡

すまでに、発注者が負担する「通常の資金調達費

用や標準的な開発リスク相当額等が含まれる場合

がある」ということが加筆されました。ここに、

「等」という用語が入っていますので、その他に

もあるということですが、例えば、建物が賃貸用

不動産の場合であれば、鑑定評価でいう貸家にな

りますが、テナントを募集して入れると、テナン

ト募集費や広告宣伝費といったものも含まれてき

ますし、建物を建ててテナントを入れて売却をす

るという形での売買が一般的であれば、その開発

業者さんの利益も考慮する必要がでてきます。し

たがいまして、そういった付帯費用を適切に価格

の中に織り込むよう留意をしてくださいというこ

とです。より細かい内容については、連合会が作

成をしております実務指針の中で例示をしていま

す。ご興味あれば、是非、連合会のホームページ

にアクセスをしていただいて、実務指針をご覧い

ただければと思います。また、建物の増改築、修

繕、模様替え等を踏まえた、再調達原価の査定を

しっかりやってくださいということで、この注意

も基準の中で明記をしています。今回の原価法に

関する加筆は、原価法という鑑定評価の手法の中

に、期間概念を入れ、また、開発法という手法等

との整合性ですとか、不動産開発の実体、また、

現在の市場動向を踏まえた建物評価というものの

重要性、こういうものに対して、適切な対応を行

おうということでなされたものになっております。 
次に、減価修正になります。再調達原価を求め、

減価修正を行うのですが、減価修正の規定として

加筆を行ったのは、ここの最初に記載された三つ

です。まず、経済的残存耐用年数の判断です。対

象建物について、経済的残存耐用年数が何年であ

るのかの把握の観点が重要であるということ。こ

れは、従来の改正前の鑑定評価基準でも重視をさ

れていたわけなのですが、再確認を行っています。

それから、増改築・修繕・模様替等のいわゆるリ

フォーム等も含めてになりますが、これらの実施

が、建物の経過年数ですとか、経済的残存耐用年

数の判断に与える影響に留意をする必要があると

いうことです。例えば、設備等の取替、大規模修

繕を行ったということになりますと、当該部分に

ついては、その更新等、取替等を行った時点から、

新たに経過年数がカウントされるというようなこ

ともあります。この場合、建物が新築した年から

の経過年数との関係をどのように手法の中に織り

込んでいくのかということも注意をして評価にあ

たらなければなりません。それから、減価修正を

行うに当たっては、耐用年数に基づく方法と、観

察減価法という二つの方法があるわけなのですが、

これらは併用するということ。緊急に修繕を行わ

なければいけない部分についての修繕費の扱いと、

当該建物が既に何十年か経過しているということ

を織り込んだ耐用年数に基づく方法、この二つの

方法を併用するにあたり、二重減価を行うという

ようなことがあってはなりませんので、併用する

場合について注意を喚起したという形になってい

ます。既存住宅の評価を含め、原価法の重要性が

認識されてきていることへの対応になります。ま

た、減価修正の方法として、土地と建物について

個別に再調達原価から減価修正を行う方法が一般

的なのですが、土地建物一体について減価修正を

行う方法を、今回追記をしています。鑑定業者さ

んには、既にこういう方法を使われているところ

が沢山ありますので、その実務の流れを踏まえた

ものとなっております。ただこの場合、注意が必

要であるということで、土地と建物、個別に減価

修正をする場合、二重の減価にならないようにす

る。また、過剰な減価修正を行わないようにする、

あるいは再調達原価を超過するような増加修正を

しないようにという注意も必要ですので、ご依頼

者の立場からも、注意して鑑定評価書を見ていた
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だければと思います。こういう注意点が、基準を

踏まえて、連合会が作成する実務指針の中で説明

されています。なお、この減価修正、特に増改築・

修繕・模様替等の実施が、建物の経過年数の判断

ですとか、経済的残存耐用年数の判断に与える影

響につきましては、その実務的な対応をより精緻

化して行こうということで、継続して検討を行っ

ているところでございます。 
 
事業用不動産に係る収益還元法の充実化

次は、事業用不動産に係る収益還元法の規定の

充実化になります。事業用不動産の定義ですけれ

ども、鑑定評価基準の中では、収益性が当該事業

の経営の動向に強く影響を受けるものとして、こ

こに記載をしてあるような用途を挙げています。

宿泊施設やレジャー施設、医療福祉施設、百貨店

やショッピングセンター等の商業施設というもの

になります。初めにもふれましたが、これらのよ

うな様々な用途の不動産が、現在、証券化の対象

となって、多くの投資家に開示される鑑定評価の

対象になってきています。既に が公表して

いる鑑定評価の実績でも、相当な評価実績例にな

っておりますけれども、最近では、ご存じのよう

に、ヘルスケア施設の評価が増加をしてきている

ところでございます。証券化スキームに組み込ま

れる不動産の多様化が進むことによって、鑑定評

価額を導く過程についての明確化、その説明内容

についても、専門性がかなり要求される状況にな

っています。この様な状況を踏まえ、特に事業用

不動産について重要性の高い収益還元法について、

かなりの加筆を行ったということでございます。

下の枠の中に具体的に記載している項目がありま

す。まず、運営形態が多様になっています。テナ

ントがどこまで管理運営を委託するのか、業務委

託の範囲等ですね。運営形態の違いによって賃料

収入の把握の仕方、費用の負担割合、負担の内容

も、所有者とテナントで色々バリエーションが出

て来ます。こういうことに注意が必要だというこ

と。それから、過去、将来についての収益性の分

析を行う必要があります。なかなか将来について

の予測というものは難しいわけですが、多くの方

に影響を及ぼす評価であるということを踏まえ、

収益性の分析に注意を払うということです。それ

から、事業採算性という観点から、適正な賃料水

準について分析を行うということです。これは、

その事業者さんの事業実績を踏まえて、具体的な

賃料負担力、またその負担賃料と判断されたもの

が、将来的に長期的に収受可能であるのかどうな

のか、ここに留意しなさいということです。それ

に対応して収益還元法で使う利回りにも留意が必

要になってきます。一連の事業用不動産について

注意をしなければいけない点が色々ありますので、

基準の中でまずは追記を行って、連合会が作成す

る指針の中で更に加筆を行うという対応をしてお

ります。

 
部分鑑定評価に係る規定の見直し

次が、部分鑑定評価というものについての規定

の見直しになります。鑑定評価基準では、建物及

びその敷地という言い方をいたしますけれども、

こういう複合不動産について、鑑定評価として、

建付地の価格と建物の価格を求めましょうという

ものです。建物及びその敷地、現状を所与として、

その一体の不動産の内訳について、建物部分、土

地の部分の価格を求めようというものが、部分鑑

定評価になります。こういう評価は、建物につい

て消費税の計算を行う場合ですとか、買主さんが

財務諸表に土地と建物の価格を別々に記載すると

いう際に必要になってきます。また、買主さんは

建物の減価償却をしていくことになりますので、

減価償却に影響を及ぼします。例えば、 で

いうと投資口の配当に影響を及ぼすというものに

なります。したがいまして、実務では、特に企業

用不動産、証券化不動産について、鑑定評価とし

て内訳価格を出して欲しいという評価があります。

この部分鑑定評価の手法ですが、改正前の基準の

記載は必ずしも明確ではありませんでした。まず、

建物及びその敷地の価格、一体の価格から配分を

するという方法が、記載されていなかったという

ことがあります。したがって、一体の価格から土

地と建物、どちらかの価格を控除するという方法

もかなり見られていましたし、按分したり、ある

いは基準に書かれている方法を使ったりというこ

とで、実務的に必ずしもやり方が統一されていな

かったというところがありました。このような状

況を踏まえて、建付地と建物の部分鑑定評価の規

定に、一体の価格から配分する方法を加筆して、

その補足説明を実務指針の中で行いました。この

部分鑑定評価、内訳価格を出していくという評価

に当たっては、その前提として、原価法が適切に
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適用されていることが、必要になります。また、

恣意的に土地と建物に価格を配分することは避け

なければいけないことですので、連合会作成の実

務指針の中で、更に注意喚起を行っています。あ

る時は、建物価格を大きくしたり、ある時は土地

の価格を大きくするということがあってはなりま

せんので、適切に鑑定士としての責任を果たすよ

う、注意を促しているということでございます。

 
定期借地権に係る規定の充実化

次は、定期借地権に係る規定の充実化になりま

す。昨今、新規に設定される借地に関しては、そ

の多くで定期借地権が利用されているかと思いま

す。これに対して、改正前の鑑定評価基準では、

借地権が鑑定評価の対象として基準の中に記載を

されているわけですし、そこに定期借地権も含ま

れるということが明記をされていたわけですが、

定期借地権に特有の留意点については、ほとんど

記載がないという状況でございました。実務的に

は、各鑑定業者さんで、個々に専門的な対応を行

っていますので、特段の問題があったということ

ではありませんけれども、今後の長期的な観点か

ら、今回加筆を行っております。 
具体的には、ここにありますように、借地権単

独で価格が把握できず、建物と一体となった場合

にその価格が顕在化する場合があること、特に、

定期借地の場合には、建物がない、しかも残存期

間が短いということになりますと、ほとんど定期

借地権としての価格は、市場では認識されないと

いうこともあります。 
また、定期借地権の場合に、前払い地代という

ものが地代とセットで約定されるケースがありま

す。この前払い地代について、追記を行いまして、

これを鑑定評価上どう取り扱うのかということに

ついて注意を促しています。前払い地代というの

は、契約期間に支払う地代の一部、または全部を

一括して前払いした場合の一時金ということにな

ります。この前払い地代の税務上の取扱としては、

借地権価格の構成要素、すなわち、権利金と似た

ような構成要素となるような計算方法になるわけ

なのですが、鑑定評価では、あくまでも地代を前

払いしたものであるという形で考えまして、各期

の地代に割り振っていくという方法を取ります。

したがいまして、地代が上がってきますので、借

地権者さんに発生している経済的利益というもの

の算定の中では、借地権の権利としての価格を小

さくする方向に働くという扱いを鑑定評価ではし

ていくことになります。また、定期借地の場合は、

保証金が授受されるケースもあります。その保証

金の鑑定評価上の扱いについても、実務上の取扱

に留意すべく補足を行っています。それに伴いま

して、旧法借地や普通借地の場合に一般的に見ら

れる権利金という一時金については、借地権の設

定対価として捉えて、鑑定評価上も借地権価格を

構成するものであるということを明確にしていま

す。借地関係において授受される一時金には色々

な性格のものがあるわけなのですが、少し整理を

行って、価格を出す際に、どう扱うのかというこ

とを補足説明しているということです。細かい説

明は、実務指針に記載しております。基準では、

注意をすべきことを書いてあるということです。 
また、定期借地権固有の留意事項として、契約

期間満了に伴う更新がなされないということ、そ

れから契約期間満了時に更地として返還される場

合、建物の譲渡が行われる場合がありますので、

建物等に関する契約内容、特に特約についての留

意を行うべきだということですね。契約期間中に

借地権を設定してから、建物を建築して、最後に

更地にして返すという特約の場合には建築期間や

更地にするための解体に伴う期間が発生しますの

で、そういう期間についても、注意をして価格を

出してくださいということを加筆しております。 
 
新規地代に係る規定の充実化

次のページでございますけれども、定期借地権

の新規設定に伴い新規地代を求める場合に有効な

評価手法として、賃貸事業分析法という手法を新

たに新設したということでございます。この賃貸

事業分析法という手法は、定期借地を中心に、あ

るいは普通借地にもいろいろアレンジしていけば

適用は可能になりますけれども、土地に定借の設

定を受けて建物を建てて、建物及びその敷地から

入ってくる純収益を求めることが出来る場合に、

建物及びその敷地一体の純収益から、土地に帰属

する純収益、すなわち宅地の地代相当額を求め、

これを試算賃料として、新規地代を求める一つの

手法となります。従来から、更地の収益価格を求

める方法として、土地残余法という方法が一般に

あるわけなのですが、この土地残余法の考え方を

応用した方法ということもできます。建物と土地、
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一体の不動産から入ってくる収益のうち、土地に

帰属する収益を求めて、これを地代とみなしまし

ょうという考え方に基づく方法になります。これ

が新しく鑑定評価の手法として、加筆されており

ます。 
 
継続賃料の評価に係る規定の見直し

次は、継続賃料の評価に係る規定の見直しです。

継続賃料の評価につきましては、特に、訴訟等、

賃貸人と賃借人との争いの中で、鑑定評価書がよ

く使われるわけなのですが、この鑑定評価に疑問

が呈されるというような指摘が一部にありました。

このような状況をふまえ、最高裁の判例の動向も

踏まえて、ここに記載をしておりますような事項

について、基準に加筆をして適正な鑑定評価が行

われるよう留意すべき事項を加えたというものに

なっております。具体的には、継続賃料固有の価

格形成要因を追記し、市場における賃料の推移や

改定の程度、土地価格、公租公課の推移、契約内

容及びそれに関する経緯、賃貸人・賃借人等の近

隣地域の発展に対する寄与度を踏まえよと。 
継続賃料を求める場合の一般的留意事項という

ことで、判例を踏まえ、現行賃料を前提として直

近合意時点から価格時点までの事情の変更、それ

から契約の経緯や契約内容等の事情を踏まえて鑑

定評価を行うことを記載して、これらを踏まえて、

継続賃料を求める手法を適用してくださいという

流れになっています。大きく考え方が変わった、

ということではありませんが、従来、若干曖昧で、

鑑定評価においてきちっと考慮されていなかった

ところもありましたので、注意喚起をすべく、色々

細かい説明を行ったということです。 
 
その他「対象不動産にかかる確認事項」の明

確化と「鑑定評価報告書への記載」

次は、鑑定評価書に記載をすべき事項について、

今回の基準改正で加わったものを抜き出したもの

になっています。 
まずは、賃貸借契約が締結されている不動産の

契約に係る権利の態様の確認についてです。これ

は従来から確認や記載をされていた鑑定士も多い

と思いますが、そうではない場合もあるとの依頼

者からの批判がありましたので、改めて明確化し

たということです。その他には、調査範囲等条件

を設定するという場合は、その内容と評価上の扱

い、それから実地調査を行う際の確認方法や資料

ですとか、適用しない手法についての理由ですと

か、当事者間で事実の主張が異なる事項が判明し

ている場合は、当該事項に関する取り扱い、継続

賃料の評価については、直近合意時点ですとか、

こういうようなことが加筆されています。もちろ

んここに書いていないことでも、未竣工建物等鑑

定評価を行う場合は、それについての必要な要件

ですとか、事業用不動産の評価をするときには、

収益還元法の中で細かく将来の収益性等について

説明するということも求められています。 
 
その他の改正点

ここまででも相当に色々な項目、多岐に渡って

改正点をご紹介しておりますが、それ以外にもこ

こに列記をしてあるような細かい規定について、

改正が行われております。後 分ぐらいあります

ので、ざっと見ていきたいと思います。

まず、鑑定評価の依頼目的を確認する。これは

前提として当然に必要なのですが、鑑定評価が必

要となった背景について、確認が必要であること

を明確化しております。鑑定評価の依頼目的は何

ですかと聞くと、「資産評価」とおっしゃる依頼者

の方がいらっしゃいます。従来は、資産評価と書

いても特段何も言われなかったのですが、ここま

ででご説明をしたように、例えば条件を設定する

という話になると、その鑑定評価書が、どこまで、

どのような目的のために使われるのかということ

を明確にしなければいけないという問題がでてき

ます。したがって、単なる資産評価では、本当の

利用目的がよくわからないと。したがって、条件

を付けて良いのか悪いのかも、よくわからないと

いうことになってしまいます。したがいまして、

もう少し詳しく、どういう目的で鑑定評価書が必

要なのかということをきちっと確認をした上で、

評価を行ってくださいということを基準の中に入

れております。

それから、更地の評価をする場合に、一般に、

土地残余法というかなり理論的な方法が使われて

収益価格が算定されているわけですが、開発型

法という方法もあります。これは、実務ではかな

り使われているところもあるのですが、基準の中

で明記されていなかったので、開発型 法とい

う手法を使ったら、鑑定評価基準に則らない価格

調査になってしまうのではないかということを心
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配してしまう鑑定士もいたわけです。したがいま

して、今回、こういう手法も適用可能であるとい

うことが基準の中で読めるように追記しています。

それから、借地権が設定されている底地の評価

をする場合に考慮すべき経済的利益について加筆

をしています。さらには、新規賃料の評価をする

場合に考慮しなければいけない価格形成要因につ

いて追記をしました。それから、賃料の鑑定評価

をする場合に、必要諸経費等を査定するのですが、

その中に減価償却費を計上する場合、しない場合

が読めるように変えたというところもあります。

こういう細かい修正も、今回あわせて行いました。

価格等調査ガイドライン、証券化・財表の基

本的考え方の見直し

多岐に渡り鑑定評価基準の改正が行われたわけ

ですが、これらの改正を踏まえまして、価格等調

査ガイドライン、証券化の留意点、財表の基本的

考え方についても、関連する箇所について改正を

しております。 
価格等調査ガイドラインは、不動産鑑定士が鑑

定評価基準に則らない価格調査を行う場合に、特

に注意しなければならない規定になっています。

不動産鑑定士は、その資格を示して業務を行うと

いうことになりますので、安易に簡単な査定です

とか、精度の劣る評価をしてはならないという基

本原則があります。一方で、ご依頼者の方からは、

多様なニーズがありますので、そのようなニーズ

にも対応していかなければならない。このバラン

スを上手く取っていく必要があるということで、

価格等調査ガイドラインというものが規定されて

います。したがって、鑑定士はこのガイドライン

に従った対応をしなければならないのですが、従

来必ずしも充分でなかったところもありましたの

で、今般、基準改正も踏まえて、もう一度研修を

行って周知を行っているところでございます。 
 
■ 施行日等

最後のページになりますが、ここに一連の規定

についての発出日や施行日を記載しております。

平成 年 月 日に、国土審議会土地政策分科

会不動産鑑定評価部会において、改正基準、改正

ガイドラインの基本的内容について了承をいただ

きました。その後、 月 日付けで、事務次官通知

として、改正基準、改正ガイドラインが発出をさ

れております。また、 月 日に、局長通知とし

て、「不当な鑑定評価等及び違反行為に係る処分基

準の一部改正について」ということで、今般の改

正基準、改正ガイドライン等の内容を踏まえて、

処分基準についても一部所要の改正が行われて発

出されています。 月 日には、課長通知として、

「財務諸表のための基本的考え方」、それから「証

券化対象不動産の継続評価の実施に関する留意

点」も出されました。平成 年 月 日以降に

契約される鑑定評価、また基準に則らない価格調

査も対象になってきます。全ての鑑定評価、価格

等調査について、一連の規定、連合会が作成する

実務指針の全てが適用になっているところです。

非常に専門的な内容がかなり入っております。

また、改正された点が沢山あります。したがいま

して、今後、鑑定評価をご活用する際に、疑問点

等ありましたら、身近な鑑定士へ、あるいは鑑定

士協会連合会にお問い合わせをいただければ幸い

です。今後も、引き続き、鑑定評価をご活用いた

だければと思っております。私からの説明は以上

になります。どうもありがとうございました。
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